
第１章 はじめに 

1-1 検討体制 

 本研究は、建築研究所が、平成 21 年度における個別重点研究課題「長周期建築物の耐震安全性

対策技術の開発」の実施に当たって、平成 21 年度建築基準整備促進補助金事業に基づく調査事項

に係る共同研究として、同事業の事業主体４者と共同で実施したものであり、その体制は、図 1.1a

のとおりである。建築研究所は、調査研究の計画策定、研究の成果の取りまとめとしての設計用

長周期地震動の提案について、主たる役割を果たしたほか、その他の項目について、各事業主体

とともに研究を行った。 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1a 共同研究の実施体制 

 

 共同研究の検討体制としては、「長周期地震動に関する検討委員会」を設け、その下に「地震動

ＷＧ」と「建物応答ＷＧ」を、さらに「建物応答ＷＧ」の下に「超高層ＳＷＧ」と「免震ＳＷＧ」

を設けて行った。検討体制を以下の図 1.1b に示す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.1b 「長周期地震動に関する検討委員会」検討体制 

 

建築研究所 

建築基準整備促進補助金事業の事業主体 

・（財）日本建築防災協会 

・（株）大崎総合研究所 

・（社）日本建築構造技術者協会 

・（社）日本免震構造協会 

共同研究 

長周期地震動に関する検討委員会 

（委員長：西川孝夫（首都大学東京）） 
事務局：日本建築防災協会 

地震動ＷＧ 

（主査：大川 出（建築研究所）） 
事務局：日本建築防災協会 

超高層ＳＷＧ 
（主査：北村春幸（東京理科大）） 
事務局：日本建築構造技術者協会 

免震ＳＷＧ 
（主査：北村佳久（日本免震構造協会））

事務局：日本免震構造協会 

建物応答ＷＧ 

（主査：斉藤大樹（建築研究所）） 
事務局：日本建築防災協会 
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1-2 地震動 WG の検討概要について 

1-2-1 平成 20 年度検討作業について 

平成 21 年度地震動 WG の検討は平成 20 年度検討内容に基づいた作業であるため、同 WG の平成

20 年度作業内容について概略記述する。なお、平成 20 年度検討についても、平成 20 年度建築基

準整備促進補助金事業に基づく調査事項として、（財）日本建築防災協会と（株）大崎総合研究所

との共同研究を実施している。 

（１） 強震観測データによる回帰式の作成 

（２） 使用データ：K－NET、KiK-net、JMA87 観測点におけるデータのうち、海溝型*1、地殻内地

震*2の 2 種類の震源で分類したデータを用いた。 

（３） スペクトルの回帰式は以下の通りとした。 

log10Y(T)=a(T)Mw＋b(T)R－log10(R
p(T)＋d(T)100.5Mw) 

+c(T)+cj(T)          (1.1) 

ここに、 

Y(T):減衰定数５％加速度応答スペクトル、または同１％加速度応答スペクトル、 

およびエネルギースペクトル（h=10％）のいずれかを指す。 

Mw:モーメントマグニチュード*3 

T:周期(秒) 

R(km)：想定震源断層までの最短距離 

a(T)、b(T)、d(T)、p(T)、c(T)、cj(T)：回帰係数（数値で与える） 

c(T)：周期 1 秒以上で、地盤増幅がなく、地震基盤相当と考えられる KiK-net 観測点

FKSH19 のサイト増幅係数。 

cｊ(T)：評価地点での地震基盤から地表までのサイト増幅係数。 

（10cj(T)をサイト増幅率としている。） 

 

時刻歴作成のための群遅延時間の平均値および分散の回帰式は以下の通りとした。 

Y(f)=A(f) M0
1/3＋B(f)X＋Cj(f)          (1.2) 

ここに、 

Y(f):平均値μtgr(f)、分散σtgr
2(f) 

M0：地震モーメント (dyne-cm)，f：振動数（Hz） 

X：建設地から断層破壊開始地点までの距離(震源距離，km) 

Cj(f):評価地点の群遅延時間に関するサイト係数 

 

（４） 想定地震の設定地点でのスペクトルは、モーメントマグニチュードと震源への最短距離お

よび各サイト(観測点に限る)係数によって評価地点の地表における値として求まる。また

位相特性については、地震モーメントと震源における破壊開始地点からの距離および、群

遅延時間に関するサイト係数（観測点毎に設定）によって算定される。このうち、地震基

盤相当のサイトにおける、5％減衰の加速度応答スペクトルは、モーメントマグニチュー

ド Mw と、断層最短距離 R によって図 1.2 のように算定される。 
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（５） 上記（1.1）式のサイト増幅係数 cj(T)は、各観測点で求められている。全国および三大都

市圏での主要観測地点でのサイト増幅率を図 1.3 に示した。東京地域では周期６～７秒に

卓越が見られる。大阪では、湾岸地域でやはり周期６秒あたりに卓越が見られるが、その

ほかの地点では、２～５秒にピークが見られる。濃尾平野の名古屋市近郊では、東京、大

阪よりはやや短い２～３秒に卓越が見られる。 

図 1.2 の地震基盤相当のスペクトルに図 1.3 のサイト増幅率を掛け合わせたものが、対象

地点の地表での推定加速度スペクトルとなる。 

（６） これに上記（2）式の群遅延時間の回帰分析結果を用いて、位相特性を与えて、算定応答

スペクトルに適合するように時刻歴波形を作成した。 

（７） 想定南海地震、想定東南海地震などに対する模擬地震動波形を作成して、既往のシミュレ

ーション波形との比較を行った。その結果、地震動の推定誤差を考慮した場合には、本作

業の模擬波形と既往の模擬波形とは大きく乖離することがないことを確認した。 

 

1-2-2 平成 21 年度の地震動 WG 検討内容 

平成 20 年度作成した地震動を建物応答 WG に配布し、超高層建築物、免震建築物のモデ

ルによる地震応答解析を行うとともに、東海・東南海、等の連動型の地震動の模擬作成作業

を行ったほか、以下のような精度向上及び地震動のばらつきの明確化に関連する作業を行っ

た。 

（１） 各既往評価波との比較 

・日本建築学会（内閣府委託）が実施した有限要素法による東海・東南海地震の広域

の地震動シミュレーション（対象周期 2.5 秒以上）、結果との比較を行った。 

・経験的グリーン関数法による東南海・東海地震による名古屋・三の丸地域の模擬波

形との（名古屋市官庁街）比較を行った。 

・H21.9.に公表された地震調査研究推進本部(推本)による長周期地震動予測地図試作

版（有限差分法による、対象周期 3.5 秒以上）との比較作業を行った。 

（２） サイト増幅率、サイト係数の改良 （主として関東平野を対象として、記録時間の不

足するデータに替わるものを補充（JMA９５、工学院大等の記録）し、追加観測点の

サイト増幅率および群遅延時間のサイト係数を求めた。2009 年に発生した駿河湾の地

震の追加により、異なる震源によるデータを用いた場合のサイト増幅率、サイト係数

への影響について検討した。 

（３） 増幅率の検討（工学的基盤基準と観測点以外の増幅率の評価手法の検討） 

・地表に工学的基盤相当の地層が露頭しているサイトの平均増幅率を算定し、短周期

域 0.5 秒以下での地震基盤－工学的基盤のサイト増幅率とし、周期 1 秒以上の長周期

については、影響がないものとして、そのまま工学的基盤相当として使用することと

した。その間の周期域についてはマッチングフィルターにより補間を行った。 

・任意地点の増幅率の算定方法の検討については、推本が平成 21 年 12 月に公開した

深部地下構造データを用いた検討を開始した。 

（４） 作成波形のばらつきの検討（作成 21 波形のばらつきなど） 

・本方法において使用する乱数の違いによる地震動のばらつきについて検討した。 
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・連動型地震を模擬する場合の個別震源による地震動の重ね合わせ方、特に破壊が進

行する方向が波形特性に与える影響について検討した。 

 
*1：プレート境界とスラブ（境界下部プレート）内で起こる地震 

*2：境界上側の地殻内に起こる地震 

*3：断層運動としての地震の規模を表す指標。 モーメントマグニチュード wM との間に 

は、次の関係がある。この場合、 0M の単位は、dyne･cm である。 

10 0log 1.5 16.1wM M   
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図 1.2 回帰分析による地震基盤相当サイトにおける地震動加速度応答スペクトル(h=5%) 

 

 

1-2-3 三大都市域における主要観測地点のサイト増幅率について 

 前記、式(１)に含まれる、サイト増幅率を全国、東京、大阪、名古屋地域について周期との関

係を図 1.3 に示した。また、図 1.4 には、本作業で対象とした想定地震の断層モデルとその破壊

開始地点および、主要観測地点の位置を示す。さらに、図 1.5 には 3 大都市圏に於ける強震観測

点とそのうちそれぞれの地域を代表する観測点の位置を示す。後述する地震動の評価は主として

これらの地域の代表観測点位置で行っている。
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図 1.3 全国及び東京、大阪、愛知各地区における主要地震観測地点のサイト増幅率 
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図 1.4 本作業で算定に用いた各想定地震の簡略化震源域と地震動評価地点 

 

南海地震の震源モデル:鶴来・他

(2005)に準拠 

 

東南海地震の震源モデル:鶴来・他

(2005) 

 

東南海地震 → 関東地域 

 

東海・東南海地震→関東地域 

 

南海・東南海地震の震源モデル:鶴

来・他(2005)に準拠 

 

東南海・東海地震の震源モデル：佐

藤・他(2006) 

6



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1.5 各大都市域での代表的観測地点位置(地震動評価地点) 
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1-3 建物応答ＷＧでの検討概要 

前述のように、「建物応答 WG」では、WG の下に「超高層 SWG（事務局：日本構造技術者協

会）」と「免震 SWG（事務局：日本免震構造協会）」を設置して、それぞれの建築物に与える長周

期地震動の影響を分析した。 

 検討に用いた長周期地震動のリストを表 1.1 に示す。これらは、地震動 WG が提案する観測デ

ータに基づく回帰式を用いた波形作成法により作られた長周期地震動である。ここに、「平均波」

とあるのは回帰式のばらつきを考慮したときの平均的特性から求めた波形で、「平均＋標準偏差

波」は回帰分析の回帰誤差（予測値と観測値間のばらつき）大きさを前述の平均値に加えて作成

したものである。ただし、回帰誤差自体は地震動データ全体から求めたものであり、サイト毎の

増幅特性の相違や、観測地震の違いなど、ばらつきをもたらすさまざまな要因がすべて含まれて

いるものであり、この「平均＋標準偏差波」は，かなり大きめの予測誤差を見込んで設定してい

る。なお、超高層 SWG、免震 SWG のそれぞれで、既往設計に用いている地震動波形による応答

特性との比較についても検討している。 

なお、本資料で応答解析に利用している地震動は、すべて各観測地点の地表面で評価された地

震動である。 

 

表 1.1 検討に用いた長周期地震動波形 

想定地震 地名 平均波 平均＋標準偏差波

想定東海・東南海地震 愛知県 津島 T-TN-AIC003-av T-TN-AIC003-sd 

名古屋 T-TN-AIC004-av T-TN-AIC004-sd 

東京 工学院大学 T-TN-KGIN1F-av T-TN-KGIN1F-sd

想定南海地震 大阪 此花 N-OSKH02-av N-OSKH02-sd 

 

 超高層 SWG、免震 SWG とも、実際に施工された物件に基づいて、固有周期や構造形式等にバ

リエーションをもたせた複数の解析用建物モデルを設定した。また、解析方法も現在の設計実務

で利用されている方法に基本的に従っている。 

超高層建築物の検討では、個々の建物モデルの解析に加えて、耐力変動の影響や、質点系とフ

レーム系の解析モデルによる結果の違い、P-δ効果や復元力特性の繰り返し劣化の影響などにつ

いても検討した。また、免震建築物の検討では、免震部材の品質変動やエネルギー吸収能力に関

する検討を行った。さらに、長周期地震動の影響を受けやすい昇降機設備の地震対策について、

最新の状況と課題を整理した。 

 

検討結果のまとめ 

・ 超高層建築物の応答解析結果一覧を表 1.2，表 1.3 に、免震建築物の応答解析結果を表 1.4 に

示す。 

・ 本検討では、「地震動 WG」が作成した長周期地震動の「平均波」に対しては、超高層建築物

も免震建築物も応答値は従来のレベル 2 地震動の設計クライテリアに収まる程度の結果が得

られた。このことから、「平均波」のレベルの長周期地震動に対しては、建築物の揺れの継続
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時間の長さやエネルギー入力の大きさに留意しながら、現行の設計クライテリアを満足する

設計が可能と考えられる。 

・ 一方、「平均＋標準偏差波」のレベルの長周期地震動に対しては、超高層建築物も免震建築物

も従来の設計クライテリアを大きく超える応答になる場合があることが示された。地震動作

成手法における回帰式の誤差など予測波形のばらつきは極めて大きく、建物応答の結果から

も「平均＋標準偏差波」のレベルは設計で考慮するには過大な入力であると考えられる。 

・ しかしながら、万が一起きるかもしれない「平均＋標準偏差波」に対しても超高層建築物や

免震建築物が大破・倒壊しないことを検証するためには、応答値が設計安全限界を超えた場

合の建築物の挙動を追跡できる解析方法や、そのモデル化に必要な構造実験の蓄積が不可欠

であるが、本検討結果からも、それらの研究はまだ不十分であることがわかる。 

・ また、既存建築物の効果的な補強方法の開発も急務であるが、本検討において、制震ダンパ

ーの設置により応答値を小さくできる可能性が示された。ただし、必要な補強量を決める方

法や施工方法について設計者が参考にできる技術指針等がないのが現状である。 

・ さらに、超高層建築物の地震後の機能維持の要となる昇降機設備に関しては、すでに長周期

地震動対策が進められているものの、構造躯体の応答値が設計安全限界を超えるような場合

は想定されておらず、本検討においても、エレベーター昇降路壁の脱落などが起こりうるこ

とが指摘された。 

・ このように、建築物の設計における地震動のばらつきの扱いに加えて、建築物側の終局性能

の把握や対策方法の検討など、議論すべき問題は多く残されている。

9



 

表
1.
2
 

超
高

層
Ｓ

造
建

物
検

討
結

果
一

覧
表

 

S
造
 

高
さ
 

階
数
 

設
計
用

C B
 

応
答
解
析

モ
デ

ル

応
答

最
大

値
 

方
向

平
均

波
 

平
均
＋
σ

波
（
付
章

参
考
値

）
 

層
間

変
形

角
 

塑
性

率
 

層
間
変
形

角
 

塑
性
率
 

1
0
0ｍ

級
1
0
2
m 

0
.
1
0
0
 

曲
げ
せ

ん
断

棒
 

X
方

向
1
/
1
23

(
 5

F：
津

島
(
A
I
C0

0
3)

)
1
.
3
4(

 
5F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))

1
/
1
19

(
10

F：
津

島
(
A
I
C0

0
3)
)

1
.
3
7(

 
5F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))

2
5 

Y
方

向
1
/
 
97
(
10
F：

津
島

(
A
I
C0
0
3)
)

1
.
5
8(
1
0F
：

津
島

(A
I
C
00
3
))

1
/
 
70
(
10
F：

津
島

(
A
I
C0

0
3)

)
2
.
2
1(

1
2F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))

1
2
0ｍ

級
1
2
0
m 

0
.
0
7
5
 

曲
げ
せ

ん
断

棒
 

X
方

向
1
/
1
76

(
6F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))

1
.
2
7(

7
F：

津
島

(
AI

C
0
03

)
) 

1
/
 
11

5
(7

F：
津

島
(
A
I
C0

0
3)
)

2
.
0
9(

7
F：

津
島

(
AI

C
0
03

)
) 

2
6 

Y
方

向
1
/
1
72
(
3F
：

津
島

(A
I
C
00
3
))

1
.
0
5(
5
F：

津
島

(
AI
C
0
03
)
) 

1
/
 
13
6
(6
F：

津
島

(
A
I
C0

0
3)

)
1
.
3
7(

6
F：

津
島

(
AI

C
0
03

)
) 

1
4
0ｍ

級
1
4
0
m 

0
.
0
7
3
 

曲
げ
せ

ん
断

棒
 

X
方

向
1
/
1
08

(
14

F：
津

島
(
A
I
C0

0
3)

)
2
.
0
9(

1
4F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))

1
/
 
90

(
11

F：
津

島
(
A
I
C0

0
3)
)

2
.
5
3(

1
1F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))

3
5 

Y
方

向
1
/
1
01
(
16
F：

津
島

(
A
I
C0
0
3)
)

2
.
1
6(
1
6F
：

津
島

(A
I
C
00
3
))

1
/
 
86
(
16
F：

津
島

(
A
I
C0

0
3)

)
2
.
7
1(

1
3F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))

2
0
0ｍ

級
2
0
0
m 

0
.
0
5
5
 

曲
げ
せ

ん
断

棒
 

X
方

向
1
/
1
02

(
21

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)

)
1
.
4
2(

 
7F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))

1
/
 
72

(
18

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)
)

2
.
0
0(

1
9F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))

4
6 

Y
方

向
1
/
1
11
(
32
F：

津
島

(
A
I
C0
0
3)
)

1
.
4
2(
1
0F
：

津
島

(A
I
C
00
3
))

1
/
 
85
(
32
F：

津
島

(
A
I
C0

0
3)

)
2
.
0
7(

2
7F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))

2
3
0ｍ

級
2
3
0
m 

0
.
0
4
5
 

曲
げ
せ

ん
断

棒
 

X
方

向
1
/
1
38

(
16

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)

)
1
.
9
5(

1
2F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))

1
/
 
91

(
16

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)
)

2
.
9
6(

1
2F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))

5
3 

Y
方

向
1
/
 
66
(
 4
F：

此
花

(
O
S
KH
0
2)
)

2
.
8
2(
1
7F
：

此
花

(O
S
K
H0
2
))

1
/
 
46
(
29
F：

此
花

(
O
S
KH

0
2)

)
4
.
0
5(

1
7F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))

2
5
0ｍ

級
2
5
6
m 

0
.
0
55
～

0
.
0
75
 

曲
げ
せ
ん

断
棒

 
X
方

向
1
/
 
83

(
11

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)

)
1
.
9
(1

1
F：

此
花

(
OS

K
H
02

)
) 

1
/
 
56

(
11

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)
)

2
.
9
(1

1
F：

此
花

(
OS

K
H
02

)
) 

5
5 

Y
方

向
1
/
1
70
(
32
F：

此
花

(
O
S
KH
0
2)
)

1
.
2
(3
3
F：

此
花

(
OS
K
H
02
)
) 

1
/
1
23
(
33
F：

津
島

(
A
I
C0

0
3)

)
1
.
7
(4

0
F：

津
島

(
AI

C
0
03

)
) 

 

表
1.
3
 

超
高

層
Ｒ

Ｃ
造

建
物

検
討

結
果

一
覧

表
 

R
C
造

 
高

さ
 

階
数
 

設
計
用

C
B 

応
答
解
析

モ
デ

ル
 

応
答
最
大

値
 

方
向
 

平
均

波
 

平
均
＋
σ

波
（
付
章

参
考
値

）
 

層
間

変
形

角
 

塑
性

率
※

１
 

層
間
変
形

角
 

塑
性
率

※
１
 

9
0
m
級

 
9
3
.
1m
 

0
.
1
0
3
 

部
材
精
算

モ
デ

ル
 

X
方

向
 

1
/
1
85

(
13

F：
津

島
(
A
I
C0

0
3)

) 
0
.
9
3(

1
9F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))
 

1
/
1
19

(
19

F：
津

島
(
A
I
C0
0
3)

) 
1
.
7
0(

1
9F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))
 

3
0 

Y
方

向
 

1
/
2
09

(
10

F：
津

島
(
A
I
C0

0
3)

) 
1
.
0
5(

1
9F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))
 

1
/
1
22

(
19

F：
津

島
(
A
I
C0

0
3)

) 
3
.
0
3(

1
9F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))
 

1
1
5
m
級

 
1
1
4
.5
m 

 
等

価
曲
げ

せ
ん

断
棒

 

モ
デ
ル

 

X
方

向
 

1
/
1
62

(
18

F：
津

島
(
A
I
C0

0
3)

) 
0
.
6
7(

1
9F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))
 

1
/
 
56

(
18

F：
津

島
(
A
I
C0
0
3)

) 
2
.
0
7(

1
8F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))
 

3
6 

Y
方

向
 

同
 

上
 

同
 
上
 

同
 
上
 

同
 
上
 

1
3
0
m
級

 
1
3
2
.0
m 

0
.
0
73
 

等
価
せ
ん

断
棒

 

モ
デ
ル
 

X
方

向
 

1
/
1
03

(
 8

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)

) 
1
.
4
9(

 
9F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

1
/
 
48

(
10

F：
此

花
(
O
S
KH
0
2)

) 
3
.
4
1(

1
0F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

4
3 

Y
方

向
 

同
 

上
 

同
 
上
 

同
 
上
 

同
 
上
 

1
5
0
m
級

 

（
そ

の
１

）
 

1
5
0
.5
m 

0
.
0
60
 

等
価
曲
げ

せ
ん

断
棒

 

モ
デ
ル

 

X
方

向
 

1
/
1
43

(
15

F：
津

島
(
A
I
C0

0
3)

) 
1
.
0
2(

 
2F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))
 

1
/
 
55

(
15

F：
津

島
(
A
I
C0
0
3)

) 
2
.
6
5(

1
5F

：
津

島
(A

I
C
00

3
))
 

4
7 

Y
方

向
 

1
/
1
14

(
16

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)

) 
0
.
9
2(

 
8F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

1
/
 
66

(
11

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)

) 
1
.
7
3(

 
8F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

1
5
0
m
級

 

（
そ

の
２

）
 

1
5
1
.5
m 

0
.
0
60
 

等
価
曲
げ

せ
ん

断
棒

 

モ
デ
ル

 

X
方

向
 

1
/
1
08

(
21

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)

) 
1
.
5
1(

 
1F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

1
/
 
58

(
 9

F：
此

花
(
O
S
KH
0
2)

) 
2
.
6
3(

 
9F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

4
4 

Y
方

向
 

1
/
1
23

(
23

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)

) 
1
.
6
7(

 
1F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

1
/
 
66

(
29

F：
津

島
(
A
I
C0

0
3)

) 
2
.
6
5(

 
1F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

1
8
0
m
級

 
1
8
0
.8
m 

0
.
0
50
 

等
価
曲
げ

せ
ん

断
棒

 

モ
デ
ル
 

X
方

向
 

1
/
 
65

(
 9

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)

) 
2
.
1
2(

 
7F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

1
/
 
47

(
10

F：
此

花
(
O
S
KH
0
2)

) 
2
.
8
8(

1
0F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

5
4 

Y
方

向
 

1
/
 
66

(
10

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)

) 
2
.
0
0(

1
0F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

1
/
 
51

(
10

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)

) 
2
.
6
2(

 
7F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

2
4
0
m
級

 
2
4
2
.2
m 

0
.
0
3
2
 

部
材
精
算

モ
デ

ル
 

X
方

向
 

1
/
1
18

(
22

F：
此

花
(
O
S
KH

0
2)

) 
1
.
3
1(

4
3F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

1
/
 
97

(
19

F：
此

花
(
O
S
KH
0
2)

) 
1
.
7
7(

4
2F

：
此

花
(O

S
K
H0

2
))
 

7
0 

Y
方

向
 

同
 

上
 

同
 
上
 

同
 
上
 

同
 
上
 

10



  

表
1
.
4
-
免
震
建
築
物
モ
デ
ル
に
よ
る
応
答
結
果
の
ま
と
め
 

 

 

11



 




